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経営者のIT説明責任とIT理解の実際

ITが企業活動に与える影響力がますます

大きくなるとともに、年々増加を続けるIT

投資は経営者にとって無視できない水準にな

ってきた。また企業のIT活用の失敗による

影響が、企業内にとどまらず社会に対しても

大きくなっている。したがって、経営者は次

の 3点について自ら方針を示し、適切に実態

を把握し、利害関係者に説明できることが、

IT説明責任を果たすことになるであろう。

①有効性：ITの効用を活かした経営がで

きているか。ITは役に立っているか。

②効率性：IT資産（ヒト・モノ・カネ）

の運用は適切に行われているか。無駄は

ないか。

③リスク：ビジネスやIT自体がもつ不確

実性をどう予見し対処しているか。危な

くないか。

経営者がこの 3点についてどの程度の認識

をもっているかについて、野村総合研究所

（NRI）では2003年11月に上場企業を対象に

アンケートを実施した（図 1参照）。

ITの有効性については、多くの経営者は

IT投資の決定にあたって起案内容の説明は

受けているようである。しかし、何に投資す

べきかを自ら評価し指示しているという段階

にはない。ITコストの効率性については、

総額でいくらかかっているかは気にしている

が、その内訳や妥当性を評価できる段階にま

では至っていない。また、ITに関わるさま

ざまなリスクについてはかなり気にしている

様子である。

このアンケートを含めて全体として言える

ことは、経営者のITに関する関心は総じて

高いが、これは守りを固める必要からで、

ITを経営資産として有効に使い切るという

攻めの面でのITに関する理解は、大きく進

んではいないということである。

ITの有効性（COOの説明責任）

IT説明責任のなかで最も重要なのが、企

業価値向上のためにどのようにITの効用を

活かしているのかという有効性についてであ

る。これは資産効率性と収益性の 2つの面か

ら検証する必要があり、それぞれ短期的指標

と長期的指標の活用が考えられる。

ITは、情報を他の資産（ヒト・モノ・カ

ネ）と置き換える技術と言えるので、ヒト・

モノ・カネの各資産効率が、短期的にあるい

経営者のIT説明責任に必要な視点

今日、システムが止まったら事業そのものが止まってしまうほど、企業活動のあらゆる分野

にITが浸透している。また、システム統合時の障害など、ITに関わる失敗が社会問題化するこ

とも少なくない。いまや、IT活用の妥当性に関する対外的な説明が必要な時代となっている。

本稿では、経営者が適切にIT説明責任を果たすために必要な視点について提言する。
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は長期的にどの程度向上したかが、その企業

のIT活用の成果指標となる。

①短期的指標：ITによってヒトや設備の

稼動率を高め、在庫回転率を高め、資金

効率を高めているか。

②長期的指標：ITによって事業や設備の

投資回収期間を短縮し、人材のスキル転

換スピードを高めているか。

収益性の面では、IT活用によってビジネ

スのスピードが向上し、その結果、顧客に対

して生み出す価値が向上し、それが利益につ

ながるといった、間接的な効果の創出過程を

たどることになる。

①短期的指標：ITによって業務プロセス

の定常運行スピードを加速し、顧客への

商品供給やサービス提供のQCD（品

質・コスト・納期）を向上させているか。

②長期的指標：ITによって変革サイクル

を加速し、事業開発、組織変革、商品開

発などの変革プロジェクトの実行力を高

めているか。

このように、ITの有効活用によって事業

の資産効率性や収益性を高めることは、

COO（最高執行責任者）の責任そのものと

言えよう。

IT投資の効率性管理（CFOの説明責任）

ITを活用して効果を刈り取るのが各事業

のCOOの責任である一方で、全社的なカネ

の管理の一環としてIT投資の効率性を管理

するというCFO（最高財務責任者）の責任

も重要である。

たとえば、他社と同じような機能や効果を

もつシステムを作る場合であっても、カネの

使い方が適切でなければ金額は何倍も違う。

設備投資や研究開発投資と同様に、ITにつ

いても次のような観点から、効率的な投資管

理を行う必要がある。

①IT投資配分や投資対象の選択は適切か。

限られた投資総額のなかで本当にかける
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専門はITによる企業革新コンサルティング
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べきものに重点的に投資が割り当てられ

ているか。

②IT投資案件の要件は適切か。曖昧な業

務要求になっていないか。過剰なサービ

ス水準を要求していないか。

③資産を保有するか外部サービスを利用す

るかの選択は適切か。自社資産として保

有しても投資を回収できない可能性があ

れば、保有よりも利用が定石である。

④IT資産やサービスの調達方法は適切か。

競争原理が働く環境のもとで、要件に適

合する製品やサービスを、最適な調達先

から購入しているか。

⑤ビジネスとIT資産のライフサイクルは

適合しているか。息の長いビジネスに対

して、初期投資額は低いけれども寿命の

短いIT製品を適用してしまうと、すぐ

に設備更改が必要になり、結果的にライ

フサイクルコストは高くつく。

⑥IT投資ポートフォリオとして全体最適

化されているか。経営戦略上の優先順位

とIT投資配分の整合性はとれているか。

重複投資や偏った投資になっていない

か。投資回収見込みやシステム構築費用

見積もりのブレは案件全体として許容可

能な範囲に抑えられているか。

ITの効率性（CIOの説明責任）

ITの効率性を確保するには、カネの側面

に加えてモノの側面からの管理も重要であ

る。システムは、目には見えないが、建物と

同様に長期固定資産であり物理的な構造物で

ある。同じカネをかけても作り方と使い方が

悪いと、不良資産化し長期にわたって足枷と

なる。そのため、CIO（最高情報責任者）に

は、次のような観点から専門家の目でしっか

り目利きをする責任がある。

①技術や製品の選択は適切か。業務の要求

に適した、コスト効率性の高い、十分な

信頼性が確保できる、寿命の長い、標準

的なものを選んでいるか。

②IT資産の全体構造設計は適切か。シス

テム全体の青写真は描けているか。それ

に基づいて個々のシステムは整合性をも

って作られているか。バラバラのシステ

ムをその場その場の判断で作ってしまい

非効率になっていないか。

③施工管理は適切か。設計は良くても、作

る段階での施工管理（プロジェクトマネ

ジメント）が不適切だとシステムの品

質・コスト・納期は守れない。

④ITサービスの管理は適切か。良いシス

テムが作れても、その運用の仕方が適切

でないと、品質の良いサービスとはなら

ない。

⑤IT資産の活用度は適切か。システムそ

のものは良くても、使う側が業務にうま

く活かせないと、使われないシステムや

効果を生まないシステムになる。

⑥システムの改廃は適切か。いったん作っ

特　集
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たシステムでも、業務の前提が変わった

り運用効率が低下したりしたら、そのま

ま使い続けないで改訂や廃止をタイムリ

ーに行うべきである。

ITリスク管理（CROの説明責任）

リスクとは不確実性のことである。新たな

内部統制の考え方では、機会への対応ができ

ないポジティブリスクと、脅威への対応を怠

るネガティブリスクという、両面の不確実性

への対処が求められている。ITは事業のす

べての局面に関わっているので、ITリスク

は事業そのもののリスクと表裏一体のものと

なっている。このため、CRO（最高リスク

責任者）にとってITはきわめて重要な管理

の対象である。

ポジティブリスクの観点では、ビジネスの

変化に即応できるITの備えはあるかが問わ

れる。事業の進展に応じて、機能の拡張や着

脱が可能な柔軟なシステム構造になっている

かということである。

ネガティブリスクとしては、経営不全、業

務不全に陥るおそれに関するオペレーショナ

ルリスクが注目されている。金融機関に対す

るバーゼルⅡ（リスクを正確に反映させるた

めの見直しがされた自己資本に関する新BIS

規制）や、米国のサーベンス・オクスリー法

（いわゆる企業改革法）のような、内部統制

の強化を求める国際標準や法令が、オペレー

ショナルリスクへの企業の対応を加速させて

いる。ITが関わらないオペレーショナルリ

スクはほとんどない。内部統制の基準と照ら

してどの業務プロセスに不備があるか、その

業務プロセスを支えている業務システムはど

れか、その業務システムを使っている利用部

門はどこで、提供しているIT部門やベンダ

ーはどこか、現在実行中のどのプロジェクト

に影響があるか、こういったトレースが速や

かにでき、整合性をもったリスクへの対処が

できる必要がある。

もちろん、ITリスクにはITの運営そのも

のがもつ不確実性への対処も含まれる。技術

革新への備えはあるか、ITプロジェクトの

不確実性への対処は適切か、ITサービスの

継続性は確保されているかといった、ITその

もののリスクへの対処も当然求められている。

企業全体としてのIT活用体制が必要

以上のように、ITの説明責任はCIOだけの

問題ではなく、COO、CFO、CRO、それを

束ねるCEO（最高経営責任者）という経営

陣全体の問題である。企業がITを有効に活

用するには、CIOやIT部門がしっかりしてい

るだけでは不十分である。経営者、各事業部

門、IT部門、利用者自身、監理部門が一体

となったIT活用体制が築かれる必要がある。

そのためには、経営者のIT説明責任の一環

として、このような各部門における、ヒトに

関するマネジメントの重要性も忘れてはなら

ない。 ■
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